





















ついて ― 各国の医事法研究者によるナショナルレポートに基づいて ― 比較検討した Bernhard A Koch（ed）, 




































ルギー→ BE、スイス→ CH、チェコ→ CZ、ドイツ→ DE、スペイン→ ES、フランス→ FR、ハンガリー→ HU、
イタリア→ IT、オランダ→ NL、ポーランド→ PL、スウェーデン→ SE、イングランド→ UK（編者〔Koch〕は、
イギリス（連合王国）全体の法状況について報告を依頼したが、報告担当者から ― イングランドと他の領域との






































































































































































8 Koch（ed）, Medical Liability in Europe（De Gruyter, 2011） A Comparison of Selected Jurisdictions at Comparative 
Analysis（Bernhard A Koch） no186（p680）.
9 Id.at HU（Attila Menyhárd） no77（p325）.
10 Id.atES（Miquel Martin-Casals/ Josep Solé）no122（p517）.
11 ベルギーにおいては、患者の権利法の制定過程において、最初の政府草案では、「説明の際に明瞭であるのみなら
ず患者が理解しうる言語を用いること」が求められていたが、このような規定を設けることにより、患者が常に母









Spickhoff, Medizinrecht, ６ed. 2008, no318（p200）；Steffen/Pauge, Arzthaftungsrecht, 12ed. 2013, no482～483
（p185）．ドイツでは既にいくつかの下級審判決において、外国人の患者に対する説明の適否について判断がなさ






























力の有無は争点とはなっていないが、同意を単なる Consent ではなく、Informed Consent（十分な情報の提供に
よる患者の理解に基づく同意）足らしめるための要件の一つとして、患者の理解力に応じた説明がなされているか
という問題を取り上げることにした。
14 例えば、ポーランド（See Koch（ed），supra note8, atPLno125（p443））, スペイン（Id.atESno121（p561f）），ハン
ガリー（Id.atHUno77（p325））など。

































18 OLG Oldenburg 25.06.1996.　VersR 1997, 978.



































































27 OLG Oldenburg 25. ６. 1996, VersR 1997, 978.
28 〔ケース４〕へのコメントにおいて、代替的アプローチについての説明の要否に言及したのは、13か国中、オース
トリア、ハンガリー、ドイツ、スイスの４か国のみであった。

























32 BGH NJW 2005, 1718ff.



































































































　ともすれば、最近では、IC 法理のうちの Information ― 情報提供 ― の面に重きが置かれ、 

















































46 例 え ば、東 京 地 判 平 成 25（2013）・３・21 LEX/DB 25511898、東 京 地 判 平 成 17（2005）・８・29　LEX/DB　
25410656など。




















































54 See Bodenburg, Der Ärztliche Kunstfehler als Funktionsbegriff zivilrechtlicher Dogmatik, 1983, p184, Weber-




Arzthaftpflichtrecht, 7ed（C. H. Beck, 2014）, C.no131（p323）.












































































































ったが、比較法的には ― 当該国では判例法理が未確立のため ― 争点となり得るいくつかの点につ
いて、国別報告を手がかりとして概括的に検討する。本章で取り上げる問題点は、同一の事実関係





































66 Id .a tCZno174-175（p154-155）, Id .a tATno151（p53）, Id .a tHUno77（p325）, Id .a tCHno174-178（p602-603）, 
Id.atSEno74（p544）, Id.atESno123-124（p517-518）, Id.atITno93-94（p357-358）, Id.atDEno275-276（p284）, 
Id.atNLno106（p408）, Id.atUKno74（p202）.


























































72 OLG Jena 03/12/1997-4U687/97, VersR1998, 586.




74 See Cass １st Civ, ６ December 2007 no06－19301 BC Ⅰ, no380. 
75 See Cass １st Civ, ３ June 2010 no09－13591, BC Ⅰ, no128. 














































































































84 Koch（ed）, supra note8 atCZno172（p153）, Id.atFRno78（p225）.
85 ただし、国別報告でこの問題に言及しているのはチェコのみである。See id.atCZno172（p153－154）.
86 Id.atUKno73（p202）. 
























































































































事者 ― 加害者と被害者 ― 間に何らの法律関係が存しない他の事故類型とは異なり、医師は患者の
現症状の除去・改善のために全力を尽くすべきであり、医療行為に医療技術上の過失（適応違反ま
たは手技上の過失）が認められる場合 ―、医療行為がその実施時における医療水準に適合しないも
のであった場合 ― には、賠償額の算定に当たって、素因を斟酌すべきではないであろう。これに対
し、本件のように、医療行為に医療技術上の過失が認められず、説明義務違反のみが認められる場
合には、医療行為によって、現症状とは比肩しえない損害が生じた場合にのみ、発生した悪結果に
ついての賠償を認めるべきであろう。また、現症状の進行（増悪）により、医療行為によって生じ
た悪結果に比肩しうる結果の発生が予見しうる場合には、結果の発生が早められた限度において、
Ｘの賠償請求を認容すべきであると考えられる。
　本件では、医療技術上の過失に相当する事実は認定されておらず、また、手術（背側からのアプ
ローチによる椎弓切除術）によって生じた結果（両下肢の完全麻痺）は、手術時のＸの症状をはる
かに凌駕するものであり、さらに、現症状の進行（増悪）によって、医療行為によって生じた悪結
果に比肩しうる結果が近い将来において招来されることを窺わせる事実も見出せない。それ故、逸
失利益（〔ケース４〕のもととなったドイツの事例では患者は請求していないが）、家屋改造費、新
車の購入費、介護費用等の財産的損害についてのＸの請求が認められるか否かは、説明義務違反と
患者Ｘの同意との間に因果関係が認められるか否かによって左右されることになると考えられる。
92 最判平成８（1996）・10・29民集50巻９号2474頁。
93 最判平成８（1996）・10・29交民集29巻５号1272頁。
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